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1は じ め に
原価計算は,そ の生成以来,社 会的 ・経済的背景やその要請に適応す る形で
発展 ・展開されて きた といえ る。 と りわけ,こ こ数十年間 では,経 済的諸状況
の複雑化や不確実化 に ともない,原 価計算 の果すぺ き任務 も飛躍 的に増大 し,
それ とともに,現 実に設計 ・構築 され る原価計算 シス テムも多様化 した と考え
られ る。 こ うした状況下において,今 日,と くに原価計算が果 さなければなら
ない主要 な任 務(目 的)と して,一 般に次の3つ を挙げ る ことが できるで あ ろ
う。
(1}ドキ ュメンテーシ ョン計算(Dokumentati・nsrechnung)目的
(2)統制計算(Kontrollrechnung)目的
(3)計画計 算(Plannungsrechnung)目的
これ ら3つ の原価計算 目的について,歴 史的にみ るな らば,「 ドキ ュ メン テ
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ー シ ョン計算 目的」→ 「統制計算 目的」→ 「計画計算 目的」 とい う順で,展 開 ・
拡大 されて きた とい うことができる。 もちろん,こ うした流れは,今 日,ド キ
ュメンテーシ ョン計算 目的や統制計算 目的 のための原価計算が不必要 となった,
とい うことを意味す るわ けではない。 これ ら3つ の原価計算 目的は,そ の 目的
間に置かれ る重点の差 こそあれ,い ずれ も果 され なければな らない 目的 である
ことにはちがいがない。
そ こで問題 となるのは,こ の重点の差 とい うことで あ る が,今 日(というよ
りも,ここ数十年間は),その経済的諸状況等を考慮す る な らば,と くに計画計
算 目的(よ り具体的には,意思決定計算目的)と しての原価計 算が,相 対的に重視
され る(された)傾 向にあるといえるであろ う。 そ して,こ うした 状 況 は,西
ドイツにおいて も一般的に妥 当す るものだ と考えられ る。
そ こで本稿では,こ うした状況をふ まえ,1960年以降におけ る西 ドイツの原
価計算の展開一 ・っま りは,現 実に意思決定志向的な原価計算が展開されて き
ているのか とい う問題 一一を,デ ルマン(De11mann,K)の所説を取 り上げなが
ω
ら,あ らためて考察してい くことにす る。
ll1960年以 降 の展 開(そ の1)
一 理論的側面としての原価計算
目的の重点の移行について一
原価計算システムは,そ のシステムが果すべ き 目的に応 じた形 で,設 計 ・構
築され る と考えられ る。その際,原 価計算 システムは,た だ1つ の 目的を充足
す るためだけに設計 され る場合 もあれば,複 数 の 目的を同時に果すべ く工夫 さ
れ設計 され る場合 もあるが,い ずれに して も,目 的が明確化 されない うちは,
具体的な原価計算 システムは設計 ・構築 され ない といえる。
そ こで,1960年以降におけ る個別具体的 な原価計算システムの展開をみてい
く前に,そ うしたシステムの設計 ・構築の出発点 となる原価計算 目的について,
本章で もう少 し詳 し く考察を加えてい くことにす る。
すでに述べた ように・今 日,原 価計算が主に果 さなければな らない 目的は,
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{1)ドキ ュメンテー シ ョン計算 目的,{2)統制計算 目的お よび(3)計画計 算 目的 の3
つ であ る。
デルマ ンは,1960年以降 の特徴 として,「予 測計 算,意 思決定 計算 お よ び 管
理 計 算(Lenkungsrechnung)のため の関連資料 を提供す る こ と が,原 価計 算 の
支 配 的 目的 であ る ことは,ま った くもって明 らか で あ る(=計 画計算としての原
{2)
価計算)」と述べ,こ れ ら3つ の原価計算 目的の うち,計 画計算 目的が とくに重
視 されてきてい ると述べている。
ついでデルマソは,原 価計算の第二に重要な 目的 とし て,「企業の 目標の管
　
理 に役立つ統制計算」を挙げている。 その際 デルマンは,経 済性の管理 の重点
は,部 分原価計算のシステムにおいて,ゾ ルー イス ト原価比較の形で行われ る
(4)
成果管理(成 果計算)へ と移行 してきた と述 べ て い る。そ して,こ の成果管理
(5)
の対象 とな りうるものとして,次 の6つ を挙げている。
(1)製品
② 製品 グルー プ
(3}得意先 グループ
④ 販売地域
(5)部門(領域等)
⑥ 企業全体
ただしデルマンは,こ の経済性の管理 目的のための原価計算には,次 のこと
㈲
が確保 されていなけれぽならないとしている。それはつ ま り,発 生した(す る)
原価は,「適切な計算原則」に基づいて管理可能な対象に跡づけ られ な け れ ば
ならない,と い うことである。 ここで問題 となるのは,そ れでは 「適切 な計算
原則」 として何を選択すれば よいか とい うことであるが,.この問題 も議論の多
いところであ り,も ちろん重要な問題 でもあるが,本 稿の趣 旨からはずれる問
題であ るので ここでは これ以上取 り上げないこととする。
最後に,ド キュメンテーシ ョン計算 目的であるが,こ の 目的についてデルマ
ンは,「原価計算の第三の 目的一一 ドキ ュメンテーシ ョン計算 とし て の原価計
算一 は,今 日,そ れ ら(計画計算目的および統制計算目的:筆者)に 対 して,目
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立たない存在になってしまった」 と述べ ている。
以上,1960年以降における原価計算 目的の重点 の置かれ方 を,デ ルマンの見
解に したがい考察して きたわけだが,も う一度整理 してみ るならば,一 般的に
みて,そ の重点の高い順に,
口}計 画計算 目的(意 思決定計算目的を含む)
(2}統制計算 目的
{3)ドキ ュメンテーシ ョン計算 目的
とい うように位置づけ られ ることにな る。
このよ うに,こ と原価計算 目的を取 り上げてみ るならば,本 稿の 冒頭で仮定
した とお り,1960年以 降,そ の経済的状況等を反映 し,計 画計算 目的(し いて
は意思決定計算目的)が 非常に重視 され る傾 向にあるといえ る。
そ こで次章においては,こ うした状況を反映 した一 つ ま りは,主 として計
画計算 目的を充足す る ことを意図 した一 個別具体 的な原価計算システ ムが,
1960年以降,実 際に展開され てきているのか,ま た,展 開 されているとすれば,
それぞれ のシステムが どのよ うな特徴を もつ のか,と い った点について検 討 し
てい くことにす る。
皿1960年以降の展 開(そ の2)
一 実践的側面としての個別的原価
計算システムの展開について一
1部 分原価計算の台頭
デルマンは,1960年以降における西 ドイツでの原価計算の発展の大きな流れ
として,部 分原価計算の台頭を挙げている。 この部分原価計算こそ,上 述した
計画計算(と りわけ意思決定計算)目的を充足するための原価計算の典型 とし て
考えられ るものである。
デルマンによれば・1960年以降,(理論的)最適化の言明を導き出す手だてと
しての変化の思考が,原 価計算における思考の基本原則 として,〒 般に容認さ
{8)
れ るよ うにな ってきた とい うのであ る。
一 西 ドイツにおける原価計算の発展一133
この点について もう少 し詳 し く考えてみれば,次 の ようにいえ るであろ う。
つ ま り,経 済的な選択行動を考慮す る場合,原 価は2つ の種類に分類 され る。
一方は,考 察対象の選択 問題に関連 して発生す る原価,す なわち関連原価(re-
levanteK・sten)であ り,他 方は,特 定の代替案 の意思決定に よって変化 しない
原価,す なわち無関連原価(irelevanteK・sten)である。個 々の意思決定に当っ
て,ど の原価要素が関連原価 とな るか,ま た無関連 原価 となるか とい った問題
は,本 稿においては,さ しあた り取 るに足 りない問題である。本稿 で重要 とな
ることは,あ る特定 の作用因の排除についての決定やその変更についての決定
に よって引 きお こされ る原価変動のみが,合 理的な意思決定に とって必要 とさ
⑨
れ る とい うことである。
そ して,こ の思考原理(=限 界原理)こそが,意 思決定計算 としての原価計算
に適用 された と考えられ るのである。 この点についてデル マンは,次 の ように
⑩
述 べ てい る。
「全 部原 価 計算 お よび純 成 果計 算 とい う伝統 的 な シス テ ム の も つ 欠 陥(原
価分解の放棄,間 接費の配賦,操 業状態の無視,意 思決定にあたっての誤 った根 拠づ
けや管理)が 十分 に 認識 され た こ と,お よび,実 務に おい て ます ま す 限 界原
理 が承認 され るに 至 った とい うこ とが,1960年以降,ド イ ツ語 圏に おい て,
次 に挙 げ る原価計 算 シ ス テ ムの2つ の基本 タイプを導 き出 した とい え る。 つ
ま りそ れ は,今 日,r弾 力 的(限 界)計 画 原 価 計 算(fiexible(GrenzヨPlan・
k・stenrechnung)』そ し てr直 接 費 一 と補 償 貢 献 額 計 算(Einzelk・sten-und
Deckungsbeitragsrechnung)』と して認識 され てい る もの であ る。」
,さらにデル マ ソは,こ の両 原価 計 算 シス テ ムに共 通 す る特徴 として,次 の点
肋
を挙げている。つ まり,
「両原価計算システムは,原 価作用因の変化からもたら され る原価変動,
そして(または)特定の選択可能性についての意思決定からもたら され る原
価変動のみを示し,こ れを帰属計算するとい う方法で,伝 統的な全部原価計
算を補完 していること。」'・
このようにデルマソは,上 記2つ の原価計算システムが,意 思決定志向を反
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映 し,1960年以降における原価計算 システムの中心を形成 してきていると論 じ
ているのである。
ところで,デ ルvソ が提示 した この2つ の原価計算 システムは,と りもなお
さず,一 般に部分原価計算 システムと呼ばれ る原価計算システムに包括 され る
ものであるとい うことができる。 したがって,本 章 冒頭で述べた よ うに,1960
年以降における原価計算の発展の特徴は,部 分原価計 算(そ の具体的計算システ
ムとしての,「弾力的(限界)計画原価計算」と 「直接費一と補償貢献額計算」)の台頭
にあるといえる。
しかしながら,部 分原価計算の分類(方 法)に ついては,各 論者によ り さ ま
62}
ざまな見解があ り,そ の意味 では,本 稿 で取 り上げているデルマンの分類方法
もそ うした うちの1つ にす ぎない ともいえるが・…■"。
分類方法は ともか くとして も,い ずれ にせ よ,こ の部分原価計算 とい う概念
の下に包括され る種 々のその具体的システムが,主 として意思決定を中心 目的
として提案されて きた ことには,根 本的な相違はないといえるであろ う。 しか
しながら,個 々の計算システムを取 り上 げてみ るならぽ,や は りそれ らシステ
ムごとに特徴点 ・相違点がみ られる。そ こで以下では,デ ルマソの分類方法 に
基 づきなが ら,個 々の原価計算システム,つ まり,
{1)弾力的(限 界)計 画原価計算
② 直接費一 と補償貢献額計算
のそれぞれの構造 ・特徴点を考察 してい くことにす る。
2・「弾力的(限 界)計 画原価計算」 と 「直接費N・一と補償貢献額計算」の構造
と特徴
(1}弾力的(限界)計 画原価計算
そ こでまず,弾 力的(限 界)計 画原価計算から取 り上げてみることに す る。
デルマンは,こ の計算システムを,1950年代における直接原価計算の拡張形態
倒
であるととらえてお り,そ の基本形を次の よ うに説明 している。それ に よると,
まず弾力的(限 界)計 画原価計算にあ っ て は,直 接費 と比例間接費は原価 負担
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者別計算において製品に帰属計算 され る。 したが って,(製品の)原 価は,直 接
費 と比例間接費 とか らな る。 その際,販 売価格 とその製品原価 との差額が補償
貢献額(Deckungsbeitrag)と呼 ば れ る。 そ して,こ の補償貢献額が,固 定間接
費 と利益 の回収に対す る貢献を示す重要な指標 となるのである。つ まり,売 上
高に対 して比例的に算定 され るこの補償貢献額 が,意 思決定に とって有用な資
料 とな りうるのであ る。 ただ しデルマソは,よ り有効な意思決定計算に とって
は,一 般的にいって,ま ず第一 に,関 連原価間の差額を,そ して第二に,グ レ
ー ド(Grade)の差を知 る必要があ るとも述べ てい る。いず れ に し て も,製 品
原価を構成 しなか った固定間接費 は,期 間原価 として原価 部門別計算か ら直i接
的に成果計算に振 り替 えられ ることとな るのである。 この説明からわか るよう
に,弾 力的(限 界)計 画原価計算 の基本形 は,い わ ゆ る総括的直接原価計算 と
同義であ ると解することがで きるであろ う。
しかしなが ら,デ ルマンは,弾 力的(限界)計 画原価計算を この基本 形 に 限
定 しているわ けではない。 この計算 システムには多 くの応用形が存在す るとし,
その代表例 として,次 の2つ の原価計算 システムを挙げてい る。
(1)段階的固定費計算(stufenweiseFixkostenrechnung)
(2}標準限界価格計算(Standard・Grenzpreisrechnung)
まず段階的固定費計算についてであ るが,こ れは,上 述 した,固 定費 の総括
的処理を行 う直接原価計算を補完す るとい うことを意 図して,ア クテ(Agthe,
K)と メレロビッツ(Meller・wicz,K)を中心に提案 され てきた計算 システムで
あ る。つ ま り,こ の計算 システムにおいては,固 定費を各階層に応 じて段階的
に処理 しよ うとす るのであ る。
そ こでいま,ア クテ の提案(ア クテ自身は,自 ら提案した計算システムを段階的
固定費回収計算(stufenweiseFixkostendeckung)と呼んでいるが)に した が い,そ
個
の計算 システムの基本構造を要約的に示す ことにす る。
ア クテは,企 業の固定費全体を1つ の ブPッ クとして取 り扱 う従来の直接原
価計算を批判 し,固 定費を,
(1)帰属計算可能性(Zurechenbarkeit)
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'[(2)支出作用性(A㎏ ふ
m甘i虫甑ふkeit)
とい うr2・点hSら区分・L処理すると芭を提案した。・ただしその際,'支出作用性に
塞つ く国分1まつ'帰属計算可能性に基づ く区分を基礎としそ行われる。1したヵiづ
そゴまず固定費を{1}製品固定費i'{2i製品グル⊇プ自走費,{3糠穂部門固是費,
④領醐 蹟 滅 び固企細 鱗 随 分已 そして遠 端 施 直接離 馴
した残鞠 ち瀬 紅 獅 醗 費雄 除して翻 益を計紛 るのである(醸
1…参照)6'そUて,さらにll支出作用性1と基づく区分も加味した計算が行われる
ことになる(図表2参照)}。
図表i1段階的固定費回収計算のシェニ】マ{1γ'図表2段階的固定費回収計算のシェこ〔～{2i
↓、'"三製品補注貢献懇"血`製 品補償貢献寵 し`
二1藷 ・t;三嘆 驚ill
l,」:聾1、・轡 蕪 ∋
・'・'い 「 純 利 益 一 ・:∴1:・tl
裏撮!難1慧質謡騰‡芸無誌㌶纂
可能性に基づ く区分は,市場変動に対する企業の弾力性た関して有意義な説明'
を駿 鐵 そLゼまた;櫛 あ原屹 類へめ区分あ上に,・さら融 作用
固定費と支出非作用的固定費ぺ区分ずるごとによ二て,原価面取あ繁急性に対
応した段階的繍 算飼 魁 な翫 斑 ぶ 当齢1主 力{漫品計齢 価
格繊 訓 じ端 端 酬 趨 供じう魏 総譜 けるめ遠 土・記蕊'
ところで,アクテによって提案されたこの段階的固定費回取計葺}ま詰ぞめ基
本型にとどまることなく,その後,各論者によ'り批判㌦検討が茄滅られ;'きら
一 酉 ドイタにおける原価計算の発展一一137
ロり
なる応用型や改善型が提案されている。いずれにし宅も硫固定費を段階的に処
理することに基づ ぐこの計算システムは,固 定費を総括的に処理す る従来型に
比 して,意 思決定においてより有効なシステムであると考えられる。 ㌧
ついで標準限界価格計算であるが,こ の計算システムは,経 営内部廃盤路要
素が存在する場合には適切な意思決定情報を提供しえな くなるい とい う欠陥を
も⇔従来の直接原価計算を改善す るために,ペ ームtrヴィ・レ(B6hmi・H:Wllle;
F)によっで提案された ものである。 い ぺtt∵t
ベァム=ヴ ィレは,完 全操業時におけるある製品単位原価はダ当該製品に対
して直接的に帰属可能な直接費 とダ完全操業ゆえに排除される限界利益すなわ
ち機会原価 との合計額からなるとい うのであるぱここでべrム 〔ヴ冷 ρは,製
品単位当 りの限界原価を 「給付原価率」 と呼び,製 品単位当 りの限 界 利益 を
　
「給付利益率」 と呼んでいるの であ る。そしてこの場合〆給付原価率は直接原
1価計算から導出されるρであ り,給付利益率は9`昌ア らプ ログラ ミングあるい
は ノンバリニア ・プログラミ.ングによ って算出される:のであるが さらに硫ベペ
白≡ヴィレは,∵この給付原価率と給付利益率どの合計を 、「給付収益率工 と呼び,
ζれを給付単位計算率として用いることによリザ 完全操業時に{6適用できる意
思決定計蜘 ステム繊 築したのであ魁 ・ま,,この計算湖 輪 の髄 鏑
単 に まとめてみ るならば,次 の とお りである(図表3参 照)。
∵ ∵ 図都 滅 鞭 界融 糖 の基㈱ 竃 ・一 ・ …
.売価一「標準限界価格」=販売粗利益 一 、 ・
西 旭 「標準限界価格」r標鵬 界騨+「騨 限興 益」tt-
1,雌欝欝 難1鞍1
こめ よ うに,標 準限界価格計算は,従 来 の直接原価計算の欠陥 を;'リ』ア:・
プ 白,拷,ラミ.ジグそめ他の数学的 手法を導入す るごとで補完,'より完全な ものに
む苦いこbとい5考 え方に基づいて提案された計算シ、ズテムで あるといえる8k,:
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② 直接費一 と補償貢献額計算
っ いで,デ ルマソが,1960年以降に展開 されてきてい る原価計算 システムの
もう一方の基本型 として位置づけている,直 接費 一 と補償貢献額計算 について
みてい くことにす る。
この原価計算システムは,リ ーベル(Riebel,P)によって提案 され た もの で
あ り,デ ル マンは,こ の システムを,「意思決定志向原価計算のため の 非 常 に
則
す ぐれたかつ理論的に基礎づけ られた方 向」である とし,高 く評価 している。
そ こで,こ の直接費一 と補償貢献額計算であ るが,リ ーベルは,そ の根本原
理 を次の よ うに述べ ている。 つ ま り,
「意思決定志 向的 な原価 ・収益概念ならびに,同 一一性原則に基づ く直 接 費
と間接費の相対的区分が,そ の基本 であ る。」
このことは,従 来の直接費の概念が,製 品1単 位 当 りに直接跡づけ られ るも
のであ ると解 され ていたのに対 し,リ 二一ベルは,こ の概念を,製 品に限定せず,
例 えば部 門,領 域 さらには企業全体 とい った,考 えられ うるすべ ての関係値に
対 して直接跡づけ られ る原価 である と,拡 大定義 してい るのであ る。 その結果
として,直 接費は相 対 化 され(そ れゆえ,この原価計算システムは,一 般的には,
「相対的直接原価計算」と呼ばれ る),それに応 じて,間 接費 も相対化 され る の で
あ る。
そ してその際,リ ー ベ ル は,こ の間接費を,「真の間接費(あ る関係値に対し
て直接費として把握された原価は,そ の下位の関係値にとって間接費となるわけだが,
その意味での間接費)」と 「仮の間接費(あ る関係値の下で,本 来なら直接費として把
握可能であるが,経済性等の観点から,間接費として把握したその原価)」とに分 け,
真 の間接費を配賦す ることが,意 思決定に とって誤 りである と論じてい る。 こ
の ことは,伝 統的な全部原価計算ばか りでな く,変 動製造間接 費を製品に賦課
す るその他 の部分原価計算(当然,上 述した弾力的(限界)計 画原価計算もこれに含
まれるが)を も批判 してい ることにな る。
いずれに して もリー ベ ル は,原 価 と収益を,「当該研究対 象に関す る意思決
ua
定によって引きおこされた支出と取入である」 と定義す ることによ り,意思決
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定 にあた っては,そ の意思決定に関連す る原価や収益 のみを考慮すぺ きである
ロ 　 　 　 ロ
というのである。つ まり,「すべての意志決定のも とでは,常 に,関 連性を も
つ原価および収益あるいは補償貢献額,す なわちそれぞれの代替案に結合した
原価,収 益および補償貢献額の変動だけが考慮されなけれぽならない」という
のである。
デルマンも,リーベルの この原価計算システムの中心は,対 象に関連したそ
お
の補償貢献額を算定す ることにあると述べている。
ところで リーベルは,こ うした根本原理に基づいた うえで,こ の原価計算シ
ステムの実践的な構造を,基 礎計算 と応用計算 とい う2段階に分けて展開 して
いる。
まず基礎計算であるが,こ の基礎計算において,「1計算期間に つ い て計画
伽
あるいは実現されたすぺての原価が把握 ・表示され る」 ことになる。つまりこ
れは,原 価種類別計算,原 価部門別計算および原価負担者別計算のすぺての計
算機構を有することになる。
これに対 して応用計算においては,「基礎計算を応用することに よ,って,原
価計算におけるそれぞれの計算 目的が達成され る。様 々な計算 目的および異な
った意志決定状況について,そ れぞれ独自の応用計算を行わなけれ ば な らな
い」とい うことになる。 ・
ただここで注意 しておかなければならないことは,上 述 した ように,応 用計
算においては,あ くまでも対象となる意思決定に関連した原価および収益ある
いは補償貢献額のみが問題 となるとい うことである。なお,応 用計算の具体例
等は,紙 幅の関係上 ここでは割愛する。
いずれにしても,リ ーベルの提案したこの原価計算システムも,主たる 目的
が意思決定にあることには相違ないといえる。
以上,デ ルマンの見解にしたがい,196e年以降にみられ る原価計算の2大 基
本型について概観 して きたわけであるが,両 システムの特徴等をもう少し明確
化するためにも,最後に,両 者の異同点について簡単にまとめてみたいと思 う。
(3)両原価計算システムの異同点
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まず,両 原価計算 システム(つ まりは部分原価計算全般)の 共通点 であ るが,
これは,す でにデルマンも一部指摘 していた ように,次 の各点を挙げ ることが
できる。
(1)基本的には,伝 統的な全部原価計算を批判す ることを出発点 としてい る
こと。
{2)原価は,そ の発生原因 となる要因に基づいて分類 され ること。
{3)中心課題 はあ くまで も意思決定にあ ること。
次に,両 原価計算 システムの相違点であるが,そ の根本的な相違 として次の
こ とが考えられ るであ ろ う。それは,弾 力的(限 界)計 画原緬計算は,基 本的
には 「変動費」に基づ く部分原価計算であ るのに対 し,直 接費一 と補償貢献額
計算 は 「(相対的)直 接費」 に基づ く部分原価計算であ るとい う点 で あ る(注12
参照)。つ ま り,弾 力的(限 界)計 画原価計算においては,も っぱ ら操業度 に 対
す る原価の依存性が写像 され る(一 次元的な原価依存性)こ とにな るの に対 し,
直接費一 と補償貢献額計算では,複 数の原価作用因に対す る原価の依存性が写
⑳
像 され る(多次元的な原価依存性)こ とにな るとい う点で あ る。なお,シ ュバ イ
ツァー,ヘ テ ィヒお よびキ ュウパーは,こ の相違点に関連 して,両 原価計算 シ
G鵬
ステムの有効性について次の ように述べてい る。つ ま り,
「したがってそ こ(直接費一と補償貢献額計算:筆者)で は,全 体原価 の 大 き
さが,様 々な意志決定の うちの どれに よって決定 され るのかを,よ り明確に
認識す ることができるであろ う。」
その他,両 原価計算システムには,い くつかの相違点がみ られ るが,こ こで
は次の2点 だけを挙げてお く。
目)弾 力的(限 界)計 画計算における基本的な原価概念は,価 値的原 価 概 念
であるのに対 し,直 接費一 と補償貢献額計算のそれは収支的原価概念であ
る。 したがって,リ ーベルは,計 算原価の原価性を認めていない。
(2)直接費一 と補償貢献額計算においては真の間接費は配賦 されない。つ ま
り・変動製造 間接費は製 品原価に含 まれないの に 対 し,弾 力的(限 界)計
画原価計算においては,変 動製造間接費は製品原価に含 まれ ることになる。
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最後に,デ ル マンの主張する ところの2大 基本型について簡単 に表に まとめ
てみれば,次 の ようにな るであろ う(図表4参照)。
図表4デ ルマンによる部分原価計算の分類
2大基本システム 1誇劃 主たる特徴点
{1騨力的(限 界)計 画原価計算
基本型…総括的直接原価計算
応用型…i)段階的固定費計算(アクテ他)
ii)標準限界価格計算
(ベー ム=ヴィレ)
②直接費一と補償貢献額計算
〔意思決定〕
〔意思決定〕
日}「変動費」に基づ く部分
原価計算
②価値的原価概念の適用
(3}変動製造間接費の製品
原価への算入
(1)「(相対的)直接費」に
基づく部分原価計算
(2取支的原価概念の適用
㈲真の間接費の配賦の断
念
Wお わ り に
以上,デ ルマソの見解にしたがい,1960年以降に展開されてきている西 ドイ
ツにおけ る原価計算について,そ の特徴を明らかにしてきた。そして,そ こに
おいては次の関係がな りたつ といえ るであろ う。つ ま り,
〔社会的 ・経済的諸状況 の複雑化 ・不確実化〕
↓
〔企業におけ る原価計算 目的 の多様化〕
ll
〔と りわけ意思決定計算 目的 の重要性の増大〕
↓
〔意思決定志 向的原価計算システムの開発 ・拡張〕
こうした流れ(傾 向)は,容 易に想像がつ くことであ り,今 後 ます ます,こ
うした傾向は強 まるであろ うと予測 され る。
また,最 近 の傾向 としては,デ ルマンも指摘 しているよ うに,原 価計算(と
くに本稿で取 り上げた意思決定志向的原価計算)が その対象 とす る問題の解決 に あ
た って,原 価計算独 自の領域に限定す ることな く,広 く隣接諸科学を応用して
髄
その解決にあた るべ きだ とい う見解が多 くみ られ る。 ここで取 り上げた標準限
界価 格計算 も,リ ニア ・プ ログラ ミング等の数学的手法を導入しているとい う
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点 では・ こ うした傾向を反映 した具体的な計算 システムの例である といえ る。
また・ デルマンは言及 していなか ったが,リ ーベルの原価計算 システ ムを さら
に発展 させた計算システムとして位 置づけ られ る,ラ スマン(Lassman,G)の
短期成果計算 モデル等 も,か な り数学的手法を導入 している とい う点 では,こ
うした傾 向にあ るといえる。
いずれに して も,今 後 も,意 思決定志向的原価計算 の開発 ・拡大化が,原 価
計 算の研究 においてかな り重要 な位置を 占め ることは疑 いのない ところである。
この研究 テーマの もつ意味からして も,今 後は,実 際の企業 と密接に結 びつい
た よ り実証的な研究 が望 まれ る ところであ る。
(注)
ωD・llmann・K,・ ・umSt・ndderb・t・i・b・wirt・・h ftli。henTh。。,i。d。。K。,.
t・nrech・・ng"・ZCitschrtTtfdirBetriebsxvirtschaft.,1979.N。.4.
{2)～(7}Ibid.,S327.
{8)～{9)Ibid.,S.321.
{IO}Ibid.,S.321f.
{IDibid.,S.322.
個 部 分 原 価 計 算 の 分 類(体 系 化)の 主 な もの を 挙 げ れ ば
,以 下 の と お りで あ る 。
(1)シ ュバ イ ツ ア 一-pヘ テ ィ ヒ・ キ ュ ウ パ ー の 見 解(Schweitzer
,M.,Hettich,G
O・・Kilpper・H・U・・Sy・t・mderK・…nr・chnung
,Miln・hen,1975,S31ぽ
ロ ー 雄 監 訳,阪 口要 訳 『原 価 計 算 シ ス テ ム 』 同 文 舘1978年242頁
。)
D変 動 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算
ii)相 対 的 直 接 原 価 に 基 づ く部 分 原 価 計 算
{2)モ ウ ス の 見 解(M・ ・w・・D・・ZurAussag・fdhigk・i…a・r・rK・s・nr・。hnung5
werfahren,】El≧rlin,1969,S.22ff.)
i)総 括 的 な 固 定 費 回 収 に 基 づ く変 動 原 価 計 算
ii)段 階 的 な 固 定 費 回 収 に 基 づ く変 動 原 価 計 算
揃)総 括 的 な 固 定 費 回 収 に 基 づ く比 例 的 直 接 費 計 算
iv)段 階 的 な 固 定 費 回 収 に 基 づ く純 粋 な 直 接 費 計 算
(3)ヴ ェ ー'ミー の 見 解(W・be・ ・H・K・・B…iebswirtschaftliche・R・chnungszve、e。
,
MOnchen,1974,S213ff.)
i)総 括 的 な 固 定 費 処 理 を と も な う変 動 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算(=単 純 直 接
原 価 計 算)
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ti)区 分 化 され た 固 定 費 処 理 を と も な う変 動 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算(=段 階 的
固 定 費 回 収 計 算)
亘)総 括 的 間 接 費 処 理 を と も な う直 接 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算
iv)区 分 化 さ れ た 間 接 費 処 理 を と も な う直 接 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算(=リ ー
ペ ル の 補 償 貢 献 額 計 算)
こ の 他 に も さ ま ざ ま な 見 解 が み ら れ る が,河 野 二 男 教 授 も指 摘 さ れ て い る よ うに,
最 近 の 傾 向 と し て は,ま ず,「 変 動 費(な い し限 界 原 価)に 基 づ く部 分 原 価 計 算 」
と 「相 対 的 直 接 費 に 基 づ く部 分 原 価 計 算 」 とい う2大 基 本 形 に 分 類 し た うえ で,
さ ら に 固 定 費 の 処 理 方 法(一 括 か 段 階 的 か)を 加 味 し た 分 類 体 系 が 多 くみ ら れ る
と い え る 。(河 野 二 男 稿 「最 近 に お け る 直 接 原 価 計 算 の 系 譜 と価 格 下 限 決 定 論 の
動 向 と 問 題 点 」r大 分 大 学 経 済 論 集 』 第33巻 第5号1981年160頁 。)
113Dellmann,a.a.a,S.322.
〈1・eアク テ が,段 階 的 固 定 費 回 収 計 算 に 関 し て 記 し た 論 文 と し て,次 の2つ を 挙 げ る
こ と が で き る。
Agthe,K.,"StufenweiseFixkostendeckungimSysteMdesDirectCosting",
Z雄ScAr静 プ勧Betrie・Lswirtshaft,1959,Nr.7.
Agthe,K.,"z酊StufenwelsenFixkostendeckung",ZettschrtftftirBetriebs.
wirtschaft,1959,Nr.12.
個Agthe,,,Stufenweise",S.413.
(1(DIbid.,S.417.
〈17)こう し た 具 体 例 と し て,例 え ば,ザ イ ヒ ト(Seicht,G)の 段 階 的 限 界 原 価 計 算
(stufenweiseGrenzkostenrechnung)を挙 げ る こ と が で き る 。
(1SB6hm.H-H.,DptnamischeKestensenkungimBetrieb,Mifnchen,1960,S.2&
〔19}Ibid.,S◆28.
⑳ 門 田 安 弘 稿 「機 会 原 価 計 算 論 一 製 品 組 合 せ 計 画 の 設 定 を 中 心 に し て 一 」 『愛
知 大 学 法 経 論 集 』 第55号154頁 。
{20Dellmann,a.α.σ,S323.
22)Riebe},P.,Einxelkosten・undDeckungsbeitragsrechnung,2.Attfl.,Opladen,
1976,S.369.
閻Riebe1,P.,,,DasRechnenmitEinzelkostenundDeckungsbeitr口gen",Zeitschrtft
ftirhandelswissenschaftlicheForsch"ng.,1959,Nr.ll,S.216.
四Riebel,P.,Ein2elkosten-undDeckungsbeitragsrechnung,S.369.
コ
〈2SSchweitzer,Hettich,Ktipper,a.a.O.,S.388.溝 口 監 訳 阪 口 訳 『前 掲 書 』
322頁 。
四Del}mann,a.a.O,,S.323.
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⑳Schweitzer・Hettich・KttpPer・a・a・(λ,S・387.溝口監 訳 阪 口訳 『前 掲 書 」;
321頁。
㈱Jbid.,S.388.『同 書』322頁 。
倒Ibid.,S.414.『同 書』352頁 。
GO)Ibid.,S.414.『同 書』352頁 。
な お ・ 注0書に 示 した よ うに,本 来,シ ュバ イ ツ ァー,ヘ テ ィヒお よび キ ュ ウ■"..一一
に よ る部 分 原 価 計 算 の 分 類 体 系 は,デ ル マ ソの それ と名 称 は異 な った もの で あ る。
しか しな が ら,本 文 に 指 摘 した よ うに,弾 力 的(限 界)計 画 原 価 計算 は,変 動 費 に
基 づ く部 分 原 価 計 算 と,ま た,直 接 費 一 と補 償 貢 献 額 計 算 は,相 対 的直 接 費 に 墓 つ
く部 分 原 価 計 算 と内 容 的 に は ほ ぼ 同 義 であ る と解 釈 し,シ ュバ イ ツ ァー,ヘ テ ィヒ
お よび キ ュ ウパ ー の 見 解 を もっ て 代 用 した 。
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働 ラスマンの短期成果計算 モデルに関す る文献 として,次 の ものを挙げてお く。
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